









法｣ ｢電気通信事業法｣ ｢NTT法｣ ｢有線放送電
話法｣ の 9つの法律を集約して一本化するもので
ある｡ これにより, これまでの縦割りのガバナン








においても, 欧米を中心として, 固定電話, 携帯
電話, インターネット, テレビによる ｢クアドロ・
















2010年の通常国会提出, 2011年施行を目指す ｢情報通信法｣ によりメディア再編が予定されている｡ これに
より, これまでの縦割りのガバナンスを改め, コンテンツ, プラットフォーム, 伝送インフラという 3つのレイ
ヤーによる横割りの事業を行うことが可能になる｡ 従来, 地上波テレビ, ラジオなどの異なるメディアを一企業
内で兼営してきたが, 将来的にはむしろ中心的な持株会社を設置して, 傘下にグループ内の異なる企業を収め,








る(3) が, ｢情報通信法｣ の施行はこのことをより
促す契機になりうる｡
放送局においては, 既に 2008 年 4 月施行の









図表 1 放送および通信部門の主たる動向 (予定を含む)
年 月 行 政 放 送 通 信
2008 2月 ｢情報通信法｣ 検討開始 NTT, NGN開始
4月 ｢改正放送法｣ 施行 (認定
放送持株会社が可能)
5月 地上波, 免許更新・申請受付 (5月
1日～7月 31日)
10月 ｢フジ・メディア・ホールディング




2月 米国アナログ放送停波 (2月 17日)(2)
4月 TBS,放送持株会社へ移行 (4月 1日)
4月 BS 7トラポン委託申請
7月 BS 7トラポン委託認定 KDDI, WiMAX開始
10月 ウィルコムが, 次世代 PHS開始
年内 ｢情報通信法｣ 最終まとめ
年内 ｢改正著作権法｣, 国会へ
2010 3月 地デジ, BS再送信開始
年内 ｢情報通信法｣, 国会へ 携帯 3.9 G開始
年内 ｢NTTのあり方検討｣










(高さ 610 m) 竣工→2012年春開業
年内 ｢情報通信法｣ 施行, ｢道州
制基本法｣, 国会へ
携帯 4 Gサービス開始






























1985年に ｢電気通信事業法｣ ｢NTT法｣ が施
行され, 日本電信電話公社から, 純粋持株会社の
傘下に長距離通信会社の ｢NTT コミュニケー
ションズ｣ と 2つの地域通信会社 ｢NTT東日本｣









また, ｢情報通信法｣ 施行後は, NTT東西の
固定電話網と NTTドコモの携帯電話網が統合さ




通信会社 ｢DDI｣ と移動体系通信会社 ｢IDO｣ の
3社が合併し, ｢KDDI｣ が誕生した｡ KDDIはそ
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図表 2 放送持株会社による経営統合
(出所) 木村 [2008] を参考にして植田が作成
認 定 放 送 持 株 会 社
キ ー 局
Ａ Ｍ ラ ジ オ
Ｆ Ｍ ラ ジ オ
Ｂ Ｓ 衛 星 局
Ｃ Ｓ 衛 星 局
地 方 局
社 ｢フジ・メディア・ホールディングス｣ を 2008





















く 1995年, CS放送の ｢スカイパーフェク！TV｣
で, ニュース専門チャンネル ｢ニュースバード｣
を開局, 1999年に, データ放送制作会社 ｢トマ
デジ｣ を設立, 音楽・コンテンツダウンロード会
社 ｢ム・ハー｣ 設立, 2000年には, TBS本体の
制作部門を分社した｡ さらに BS 放送局である
｢BS-i｣ を開局し, 2001年には, ｢TBSラジオ｣
を分社した ｢TBSラジオ＆コミュニケーション
ズ｣ に承継した｡ 2002年には, 東経 110度の通
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図表 3 2008年 10月：｢フジ・メディア・ホール

















デ ィ ノ ス
ク オ ラ ス
扶桑社・ＦＣＩ











ス ポ ー ツ
ラ イ ブ
ニ ュ ー ス
デジタル系関連会社
Ｂ Ｓ － ｉ
Ｃ － Ｔ Ｂ Ｓ
ト マ デ ジ
ト レ ソ ー ラ
ＣＳ ｢ニュースバード｣
ム ・ ハ ー
図表 5 2004年 9月以降：TBSグループの再統合
Ｔ Ｂ Ｓ
ＴＢＳ本社 (管理部門)
Ｔ Ｂ Ｓ ラ ジ オ
Ｔ Ｂ Ｓ テ レ ビ
(出所) 松野 [2005] を参考にして植田が作成











ある BS放送 ｢BS-i｣ の子会社も視野に入れてい
ると言われる(6)｡
2.5 テレビ朝日のケース

































ジョーンズ, 映画会社の 20世紀フォックス, テ

























しかし, ｢マスメディア集中排除原則｣ は, こ
れまでも厳格に適用されず, 例外規定などで骨抜
きになってきた経緯がある｡ 1959年, フジテレ
ビが設立された際, 中波ラジオ, テレビ, 新聞の




ない｣ との解釈により, 例外が適用された｡ 例外





































いま, 第 1部門と第 2部門を兼営している生産










総費用を, ｢テレビ事業収益｣ を, ｢ラジオ
事業収益｣ を, ｢人件費価格 (生産要素 1)｣ を

































































economies of scale) も実証的に確認する｡
本項では, 単一生産物の生産モデルにおける平
均費用概念の拡張としてレイ平均費用 (Ray Av-










済性 (overall economies of scale) で示される｡
全体の規模の経済性 (overall economies of
scale) は, 次式により算出される(14)｡
｢規模の経済性｣ (Economy of Scale)＜1であ
れば, 平均費用は二つの生産物, の増加と
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のパネルデータを用いた(15)｡ なお, 2003年 12月
1日のデジタル放送開始に向けて, 2002年以降は,













北海道放送, 青森放送, 岩手放送, 東北放送,
秋田放送, 新潟放送, 信越放送, 山梨放送, 北日
本放送, 北陸放送, 福井放送, 中部日本放送, 毎
日放送, 朝日放送, 中国放送, 山口放送, 山陽放
送, 四国放送, 南海放送, 九州朝日放送, 長崎放
送, 熊本放送, 大分放送, 宮崎放送, 南日本放送
なお, 現在 34の放送局が兼営局であるが, 下
記 9局については, データ取得の制約により分析
から外している｡
山形放送, 静岡放送, 岐阜放送, 京都放送, 山























































































ず, 計算上多くの手間を必要とする｣ として, こ
れに代わる方法として, 範囲の経済性の十分条件
にあたる ｢費用の補完性 (Cost complementari-
























omy of Scopeは 4.048848635であり, プラスとな
るため, 両サービスの間には範囲の不経済性が存
在していることが実証された (図表 6)｡
一方, 放送局の ｢範囲の経済性｣ については,
























推定値 標準偏差 値 値
 5.13431 1.85653 2.76555 [0.006]
 0.139732 0.484227 0.288567 [0.773]
 0.036637 0.663697 0.055201 [0.956]
 0.14906 0.40662 0.366583 [0.714]
 0.85094 0.40662 2.09271 [0.036]
 0.141185 0.111591 1.26521 [0.206]
 －0.146859 0.164174 －0.89453 [0.371]
 0.013529 0.11019 0.122775 [0.902]
 0.13246 0.042839 3.09201 [0.002]
 0.13246 0.042839 3.09201 [0.002]
 －0.13246 0.042839 －3.09201 [0.002]
	 －0.197913 0.078896 －2.50854 [0.012]
	 0.239252 0.080979 2.95451 [0.003]
	 0.197913 0.078896 2.50854 [0.012]











5 ま と め
















































































指摘されている (西正 [2008] ｢マスメディア集
中排除原則の緩和の効果｣ 『放送文化/2008春号』,
pp. 7477)｡












約 200億ドル (約 2兆円) を得ている｡
( 3 ) 1985年の通信自由化に伴い, 日本電信電話公










( 4 ) 現在, ｢NTT法｣ (日本電信電話株式会社等に



















(7.75％), CBニューヨーク OBS (3.69％), 日本
マスタートラスト信託銀行 (3.59％), 文化放送
(3.30％), NTTドコモ (3.26％) となっている｡
( 6 ) TBSは, 当初, 2008年 1月時点では, 認定放
送持株会社に移行する方針を固めた旨, 報道され
た｡ TBSは, 2008年 6月の株主総会で組織改正
案を諮った後, 10月からの新体制移行を目指し
た (読売新聞 2008年 1月 1日, 毎日新聞 2008年







合, 楽天が TBSを傘下に収めることも, 株主総




その後, 2008年 9月 11日の臨時取締役会で,
2009年 4月に放送法上の認定放送持株会社に移
行する方針を決定した｡ テレビ放送免許や設備を
子会社の ｢TBSテレビ｣ に移管し, TBS本体は
グループ全体の経営を統括する｡ 2008年 12月 16
















1,361円 (2008年末時点) まで下落している｡ 楽
天が保有する TBS株式の時価総額は, 取得時の
1,200億円以上から 460億円前後へと激減, 含み




通信・放送分野における組織体 ｢メディア・コングロマリット｣ に関する実証的分析 231
《注》
すると新聞報道された｡
東京放送 (TBS) の株主構成は, 楽天 (19.83
％), 日本マスターズトラスト信託銀行 (9.58％),
日本生命 (4.21％), 資産管理サービス信託銀行
(3.92％), 毎日放送 (3.23％) となっている｡
2008年 9月 11日付日本経済新聞 9面, 2008年
9月 12日付日本経済新聞 11面, 2008年 12月 17
日付読売新聞, 2008年 12月 17日付日本経済新
聞 12面, 2008年 12月 30日付日本経済新聞 1面,
｢Forbes日本版｣ p. 26｡






(｢週刊ダイヤモンド 2008年 12月 6日号｣ p. 35)｡
結果としてテレビ朝日の株主構成は, 朝日新聞
社 (26.85％), 東映 (16.09％), 資産管理サービ
ス信託口 (4.01％), 九州朝日放送 (3.20％), メ
ロンバンク NAトリーティークライアントオム
ニバス (2.69％) となった (｢Forbes日本版 (2009.
2)｣ p. 28)｡
( 8 ) ｢週刊ダイヤモンド｣ (2008年 12月 6日号) p.
36.
( 9 ) 米国の ｢メディア・コングロマリット｣ は,
Walt Disney, Viacom, News Corp, Time War-
nerの 4グループが有名であり, Walt Disneyグ
ループも傘下に ABCやスポーツ専門チャンネル




























(13) ｢一次同次性｣ とは, 生産要素価格がすべて同
率で変化することを言う｡
(14) Markku Malkamaki [1999] p. 12を参考にし
た｡ “Economies of scale at point , of the
output set are defined by the inverse of the
elascity of RAY average cost with respect to
both outputs.”
の逆数である全体の規模の経済性 (overall



















ることが示される (伊藤・中島 [1993] 『日本の
電気通信 競争と規制の経済学』, 日本経済新聞
社, p. 211)｡
(17) 伊藤・中島 [1993] ｢電気通信事業の実証分析｣
『日本の電気通信 競争と規制の経済学』 日本
経済新聞社, p. 200
(18) 奥野・三輪 [1993] ｢電気通信の産業構造｣ 『日
本の電気通信 競争と規制の経済学』 日本経済
新聞社, p. 109
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